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資料９－２

弁護士法第７２条についての司法制度改革審議会での主なやりとり

(参考)

弁護士法

（非弁護士の法律事務の取扱い等の禁止）

第七十二条 弁護士又は弁護士法人でない者は、報酬を得る目的で訴訟事件、

非訟事件及び審査請求、異議申立て、再審査請求等行政庁に対する不服申

立事件その他一般の法律事件に関して鑑定、代理、仲裁若しくは和解その

他の法律事務を取り扱い、又はこれらの周旋をすることを業とすることが

できない。ただし、この法律に別段の定めがある場合は、この限りでない。

集中審議２日目( )12.8.8
・・・ 略）（

・・・ 略）次に 「(３)○石井委員 （ 、

弁護士の業務範囲の見直し」ですけれ

ども、弁護士は法律的な業務独占に守ら

れ、その地位に安住していたために、自

己研鑽の必要性を痛感することができな

かったという不幸な面があるように思わ

れます。法曹人口の増加による適度な競

争原理の導入等とともに、その業務独占

の在り方を見直すことも必要な時期に至

っているように思われます。

弁護士は、法律上の業務独占によって

ではなく、提供するサービスの質の高さ

をユーザーにアピールすることによっ

て、責任ある地位を保っていくべきであ

ります。ユーザー保護の観点からの担い

手の能力を担保する措置を設け、業務独

占を解除して、隣接法律専門職種等に分

担させ、真の意味で弁護士にしかできな

い業務に全力を傾けて、その専門性を発

揮することでユーザーのニーズに応える

べきであると考えております。

隣接法律専門職種に対する訴訟代理権

等の付与・法律相談業務等の裁判外の業

務独占の在り方・企業法務の活用等は、

このような観点から検討されるべき課題

であると考えます。その際、民事訴訟法

などの最低限の知識や能力を担保する十

分な試験制度があってしかるべきだと考

えています。

さらに、弁護士が、隣接法律専門職種

等に独占業務の一部を開放して協働化を

進め、その専門性を活用し、また外国法

律事務弁護士とのパートナーシップ及び

雇用の見直しを行うなど、トータルとし

て質の高いサービスを提供することを可

能にすることが重要であると思っており

ます。

また、企業形態も多様化する中で、企

業法務担当者が企業の法廷代理人となれ

るような方策が検討されてもよいと思い

ます。その際、東京商工会議所が取り組

んでいるビジネス実務法務検定を企業法

務担当者の能力的担保措置に利用したり

するのも、法律サービスの質の向上を図

る一つの方策として検討に値するものと

考えております。

・・・ 略）（

第２８回審議会( )12.8.29
・・・ 略）（

〇法務省(房村司法法制調査部長) 法曹

養成制度としてどうかということであれ

ば、大多数の法律家を育てるためには、

司法研修所のような養成の仕組みという

、 。 、のは 必須だと思っています あるいは

法廷なり、弁護士事務所なり、検察庁な

りで、実務修習をしてもらうということ

が必須だと思っていますけれども、すべ

ての法律家がそういう経験を経てこなけ

ればいけないかどうか。司法試験を受か
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った人の中で、現実にそういう修習は受

けないけれども、それなりに法律的な仕

事を大過なく何年間かやれば、そういう

人にも法律資格を与えてもいいのではな

いかと言えば、それは現にそういうこと

を法律は認めているわけですから、その

職業の種類を増やすかどうかというの

は、十分検討はできると思います。

〇吉岡委員 大変参考になりました。

〇山本委員 それは私どもも、是非入れ

てもらいたいと思っているんです。要す

るに、弁護士さんの法律事務の独占とい

う概念について、私ら議論する必要があ

るだろうとお願いしたいと思っているの

ですが、要するに、法廷代理、これは弁

護士独占であるべきだし、よくよくのこ

とがなければ、隣接職種の問題がありま

すが、限定的な解除しかないと思うんで

す。これに対していわゆる法律事務です

ね、これについては、隣接職種も含めて

フリーでいいのではないかという考えを

持っているんです。

今の議論に帰りますと、現在でも司法

試験に合格して企業法務をやっている人

はいるわけです。しかし、法廷代理はで

きない。しかし、事務はやっているわけ

です。そういう人たちが、これから企業

の形態としてもいろんな形で出てきます

ので、例えば、持株会社みたいな本部が

、 。あって 傘下の子会社の法律事務をやる

ゆくゆくは認定弁護士じゃありませんけ

れども、自分たちの企業とそのグループ

の法廷代理くらいできる。そういうふう

な道を開いていただければという意見が

強うございますので、隣接職種の問題も

含めて審議していただければと思ってお

ります。

・・・ 略）（

〇竹下会長代理 久保井会長に２点ばか

り伺いたいと思います。

一つは、先ほどから余り問題になって

いなかった弁護士法 条について、も72
う一つは、懲戒制度の問題です。 条72
の方は細かい具体的な司法書士にどの限

度で訴訟代理権を認めるかというような

ことではなくて、日弁連としての基本的

スタンスを伺いたいのです。今の 条72
は非常に広い範囲に網を掛けて、弁護士

の業務独占という言い方は適当でないの

かも分かりませんが、ほかの人たちが法

律事務に関与することを一切排除してお

りますね。日弁連としては、ここのとこ

ろ新しい時代を迎えて、歴代の会長のリ

ーダーシップで随分大きく変わっておら

れる。その点は非常に敬意を表するので

すけれども、この 条の問題について72
も、方向性で結構ですから、これから見

直していこうというお考えなのか、それ

ともやはり原則は 条は堅持するとい72
うおつもりなのか、お聞かせ願いたいと

いうのが１点でございます。先ほど山本

委員からもお話がありましたように、訴

訟代理とか裁判所の行う執行手続上の代

理とかという点については、これは原則

として弁護士でないとできないというの

も一つの考え方だと思いますけれども、

ＡＤＲとか、行政手続とか、法律相談と

か、そういう分野については少なくとも

その分野の専門業種に開放していっても

よいのではないかと思われますので、ど

ういう方向性で考えておられるかを伺い

たいということです。

、〇日弁連(久保井会長) 条について72
弁護士会の方針がどうかということなん

ですが、ペーパーの中にも書かしていた

だきましたけれども、この 世紀社会21
の法的なニーズに応える方法として、二

つあると思うんです。

一つは、弁護士の数を増やして、そし

て弁護士がきちっと対応していくという

方法。もう一つは、弁護士の数をなるべ

く押えて、その代わりに隣接業種の方々

に手伝っていただくという、どちらかの

方法があると思うんですが、私どもとし

ましては、やはり基本的には、訴訟だけ

ではなくて、示談交渉、法律事務を含め

て、こういう法律判断を、あるいは法律

に関する仕事を、我々自身がやはりつら

くても数を増やして、自らこなしていく

というのが、真の意味での国民に対する

72責務ではないかと考えておりまして、

条を部分的に開放する形で、ほかの業種
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の方に手伝っていただくことによってカ

バーするというのは邪道ではないかと。

そういうことで今回臨時総会を開いて、

きちっと社会の必要に応じた数と質を確

保していくという方針を打ち出した。

裁判は専門的だけれども、法律相談や

ＡＤＲとか行政手続くらいだったらいい

じゃないかという見解も、確かに私も理

解できないことはないんですけれども、

実は、弁護士で最も難しいのは、最初の

診断、医者で言いますと治療の前の診断

が、非常に重要な意味を持っておって、

法律相談というのは、やさしそうに見え

て決してやさしくない。専門的な要素を

要求されるので、それを誤りますと、次

の段階で弁護士が付きましても、その是

正に大変苦労するという実情もありま

す。

それから、示談というのは裁判外でや

るわけですけれども、そういう場合は、

法廷の場合だったら、裁判官が横におり

まして、ある程度両当事者のやりとりに

対して、後見的な役割を果たしてくれる

んですけれども、示談ということになり

ますと、裁判官が横におりませんから、

おかしな示談、アン・フェアな示談にな

ってきても、コントロールする人間がい

ないために、裁判より危険性が伴うとい

う面もありまして、示談交渉くらいは弁

護士でなくてもいいじゃないかという御

意見は、取れないと思います。

弁護士人口について、我々が消極的な

態度を取るということであれば、当然そ

ういう隣接業種の方にもお手伝いいただ

くということは必要ですが、そういう大

きな政策を打ち出したので、そこは御理

解いただきたい。

ただ、先ほどから出ていますように、

数を増やすと言っても計画的にやらなけ

ればいけないわけですから、ある程度の

年数も掛かる。ロースクールの整備状況

も見なきゃいけないものですから、その

、 、間 市民を待たせるわけにいかないので

やはりお手伝いいただくと。例えば、司

法書士でしたら、現在、本人訴訟の場合

の訴状の作成とか、場合によったら法廷

の傍聴席の外から裁判官の求釈明に対す

る指導をなさったりしている事実が各地

でかなりあるようですから、そういうも

のを正式に認めていく。本人訴訟の支援

を正式に認めていくという意味で、補佐

人としての業務を正式に認めていくとい

うことは、当然やっていかなきゃいかぬ

と思いますが、最終的には、安易な方法

を取るべきではないんではないか。

簡易裁判所の事物管轄は、今は 万90
円になっています。 万円以下と言い90
ましても、東京、大阪はまだしも、ちょ

っと地方都市に行きますと、非常に重要

な裁判もあります。また、訴額の見直し

の動きもあるようです。もし、それを安

易にしますと、非常に国民に迷惑を掛け

るというふうに私どもは考えている。決

して縄張り意識とか、あるいは独占を守

るためということでかたくなな態度を取

っているわけではないので、そこは十分

に御理解いただきたいと思います。

・・・ 略）（

第２９回審議会( )12.9.1
・・・ 略）（

〇北村委員 そこのところで、企業法務

を、等の中に入れてあるんです。ところ

が、これは弁護士と隣接の関係によりま

すと、弁護士と企業法務との関係という

ことになってしまいますね。等の中に入

っているということは。この企業法務に

つきましては、必ずしも弁護士としての

権限を認めるということが主張されてい

るわけではないのではないかなと思うん

です。

したがって、私はこの等の中に企業法

務そのものを入れるということについて

ちょっと違和感があるわけなんです。

というのは、企業法務に務めている人

については、自社のものについては認め

てもらいたいというわけですよね。

〇山本委員 厳密に言うと自社だけでは

なくて、自社並びに関連会社です。

〇北村委員 でしょう。だから、弁護士

というのは広く公のためにということ

で、全然違うと思うんです。いわゆるそ
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の企業の従業員が会社だとか、その関連

のものについてやるということと、ちょ

っと違うのではないかなと思いますの

で、ここの中に入れるのに違和感がある

と。それを取り上げるということについ

ては別途やればいいと思うんです。そう

いう意味です。

〇山本委員 わかりました。

〇鳥居委員 機能の整理の仕方から言う

と、弁護士の資格を持って、それを専門

の業として公務員をやっている人という

のはいますけれども、あれはそれと似た

ような話ですかね。

〇佐藤会長 弁護士の資格を持ってやっ

ている人は別なんでしょう。

〇北村委員 別なんです。

〇鳥居委員 いいんですか。

〇佐藤会長 はい。

〇北村委員 企業法務というのは、資格

を持っていない人のことですね。

〇鳥居委員 持っていないという前提で

すか。

〇佐藤会長 念頭にあるのはそうなんで

しょうね。

〇山本委員 それだけでなく、いうなれ

ば資格を持っている人もいるんですけれ

ども。司法修習を受けてないが、司法試

験は合格している、そういう人もいるわ

けです。

〇髙木委員 別途また、労働事件の問題

のときに議論をさせてもらおうかなとい

うことでこの場では余り申し上げなかっ

たんですが、例えば労働組合で司法サー

ビスなどを担当してきている者等も、若

干レベルの問題はあるのかもしれません

が、同じような意見があります。このこ

とは労働の方の審議のときに言わしてい

ただこうかなと思ったりしております。

〇佐藤会長 企業法務と並ぶような。

〇髙木委員 特に労働事件についてで

す。

〇竹下会長代理 企業法務などを含むと

しないで、中黒か何かで並置してはどう

ですか。

〇佐藤会長 なるほど、中黒ですか。

〇竹下会長代理 ええ。法律専門職と企

業法務との関係です。

〇佐藤会長 ちょっと性質が違うという

ことですね。

〇中坊委員 今おっしゃった企業法務、

また髙木さんのおっしゃっている組合の

場合も含めて、これは藤田さんがこの間

ヒアリングの最後におっしゃったよう

に、臨司意見書の際から代理人、いわゆ

る行政庁だけは指定代理人の、代理権ま

で認めておるという制度がある。それは

やはりちぐはぐじゃないかということで

見直さないといけないということを言わ

れておるところがあるわけですね。だか

ら、非常に基本的な物の考え方というの

はどうあるべきかということの問題点が

あります。企業法務を、たまたま法律を

担当したから、おっしゃるように、資格

があったり、ほかのものが全部できたり

というのとはちょっと違うと思うんで

す。 確かに先ほどから北村さんもお

っしゃるように、二つは区別して考えな

いと、ちょっと違うように思います。

だから、隣接業種として一つの司法書

士なり税理士さんなり決まっているとい

う職業と、これとはちょっとまた違うん

で、その角度は今、北村さんの言うよう

にはっきりさせておかないと、先ほど言

う指定代理人という制度もむしろ問題じ

ゃないか。確かにそうだろうと思うんで

す。何で行政だけはいいんだということ

になりますからね。この人はもう代理権

まであるということになっているんだか

らね。企業法務は手伝っているだけで、

裁判もできない。こっちは裁判まで全部

代理権があるということになっている。

そのちぐはぐ性というのはそのときから

指摘されて、いまだに解決していないん

だから、そういう問題はそこで解決すべ

き問題じゃないかという気がする。

〇藤田委員 この間、指定代理について

申し上げたのは、特に地方公共団体につ

いて問題があるという趣旨で申し上げた

んですけれども、これから社会の需要が

大きくなるからということで法曹人口を

大幅に増やすということになります。そ
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うすると、法曹資格を持った人たちが立

法機関、行政庁、あるいは会社の法務部

門に入っていって、そこで法の支配の中

心的な役割を果たすというような状況が

望ましいということですから、そういう

形が将来のあるべき形ではないかという

趣旨で申し上げました。

〇佐藤会長 その趣旨には全く賛成で

す。

では、ここは代理が言われるように、

、 、 、専門職種 中ポツにして 企業法務など

そういうふうにさせていただきましょう

か。

・・・ 略）（

第４６回審議会( )13.2.2
・・・ 略）（

では、そういうように考え○佐藤会長

ていただく必要があるということで、取

りまとめとします。

それから、弁護士会の運営の透明化も

図る必要があるのではないか。例えば、

会の運営に弁護士以外の者の関与を拡大

する、あるいは業務、財務等の情報公開

の仕組みを整備していただくというよう

なこともあるかと思います。

また、さっき申し上げたことですけれ

ども、法曹養成段階での倫理教育、継続

教育段階での倫理研修の強化というよう

なことを、弁護士倫理の強化と弁護士自

治のところで、確認的に取りまとめてお

きたいと思いますけれども、そういうこ

とでよろしゅうございましょうか。

前回、非常に密度の濃い議論をしてい

ただいたものですから、今日は、できれ

ば余り遅くならないようにと思っている

んですけれども、次に御議論いただきた

いと思いますのは、隣接法律専門職種、

弁護士法 条などと関連する諸問題に72
ついてです。

前々回の審議における意見交換と、本

日のこれまでの意見交換は、中間報告の

人的基盤の拡充の中の「(２)弁護士制度

の改革」の部分について行ってまいりま

した。これからは、中間報告の制度的基

盤の整備の中の「(１)利用しやすい司法

制度 、 ページ以下ですけれども、こ」 29
「 」、の中の ア 弁護士へのアクセス拡充

「イ 法的サービスの内容の充実 、こ」

こに記載している部分を中心に意見交換

を行いたいというように思います。

その中でも、隣接法律専門職種、弁護

士法 条などの関連する諸問題につい72
て、まず最初に意見交換を行いたいと考

えております。

意見交換に入ります前に、この問題に

関する中間報告における取りまとめの部

分を、簡単に念のため御紹介したいと思

います。

まず、隣接法律専門職種との関係につ

いては、今後、弁護士人口の大幅な増加

と、弁護士改革が現実化する将来におい

ては、総合的に司法の担い手の在り方を

検討していく必要はあるものの、国民の

権利擁護に不十分な現状を直ちに解消す

る必要性等にかんがみ、当面の法的需要

をいかに充足するかという利用者の観点

からの検討が急がれるというようにした

上で、各隣接法律専門職種を個別的にと

らえて、それぞれの業務内容や業務の実

情、業務の専門性、人口や地域的な配置

状況、その固有の職務と法律事務との関

連性に関する実情やその実績等を実証的

に踏まえ、信頼性の高い能力担保制度を

講じることを前提に、それによって担保

される能力との関係で、訴訟手続への関

与を含む一定の範囲・態様の法律事務の

取扱いを認めることを前向きに検討すべ

きである、というように取りまとめてお

ります。

さらに、中間報告では、弁護士と隣接

法律専門職種その他の専門資格者による

協働について、ワンストップ・サービス

(総合的法律経済関係事務所)を積極的に

推進し、その実効を上げるための措置を

講ずるべきである、それからまた、弁護

士法第 条の規制(いわゆる法律事務の72
独占)について、隣接法律専門職種の活

用を検討する見地も含め、今後の在り方

を検討すべきである、さらに、企業法務

、 、等が行う法律事務の位置付け 特任検事

副検事、簡裁判事の経験者の位置付け、
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行政訴訟の指定代理人制度のこれからの

在り方についても検討すべきである、と

しているわけであります。

こうした中間報告の示している方向性

を踏まえまして、更に一層具体化するた

めの方策等について、御意見を交換して

いただきたいということであります。

ここでの中心的課題は、隣接法律専門

職種の方々の活用ということになろうか

と思います。そこから意見交換に入りま

72して その後で その他の弁護士法第、 、

条関係、ワンストップ・サービス、企業

法務、特任検事、副検事、簡裁判事関係

の問題について意見交換をするという形

で進めさせていただければというように

考えております。

これらはそれぞれ関連しているところ

もありますので、必ずしも今申したよう

に厳密に切り分けて言っていただかなく

ても、適宜御発言、御意見を開陳してい

ただいて結構でございますけれども、そ

んな形でこれから御審議いただきたいと

思います ・・・ 略）。 （

位置付けを検討することに○山本委員

なっている企業法務の点について、関連

企業といえども有償でやるのは弁護士法

違反であるということですけれども、昨

今の企業活動を見ていますと、頻繁に組

織変更が行われ、企業活動環境の変化に

。 、機敏に対応している 持ち株会社化とか

あるいは分社化とか、そういったことが

非常に盛んになっているわけですが、そ

ういう場合に、法務部門の機能を本部に

集中して、分社化したグループ企業に対

して同じようなサービスを一元的に提供

することが合理的なわけです。しかし、

組織は独立しており会計は別なんで、サ

ービスの対価はいただかざるを得ない、

そういう実態があるわけで、実質的には

一つの企業の中でやっている場合と余り

変わらないんですけれども、そういった

場合でもまかりならぬということになる

のかどうかですね。その辺の企業側の要

求、要望としては認めてもらえるのでは

ないだろうかという期待があるわけでご

ざいますが、いかがなものでしょうか。

私は個人的にはやはり賛成○中坊委員

しかねると思いますね。企業法務だけで

あって、企業であればだれでも自由に会

社は設立できるし、今まで我々が論じて

きたのは一定の資格というものに基づい

て議論しているわけですから、ちょっと

今、山本さんのおっしゃっていたのは、

確かに、今の企業社会の中にあってそう

いう必要性があるというのはそれなりに

分かりますけれども、何ら制限がないも

のをそこへぽんと資格のある、今まで隣

接業種という中で論じてきたのとはちょ

っと違うのではないでしょうか。やはり

その違いというのは今、我々としてそこ

まで届いていっていいのかどうか、現在

直ちにそういう資格と関係のないところ

まで全部が我々の審議の対象になるとい

うのは、ちょっと苦しいのではないかと

いう気がするんです。

将来的には、ロースクール○山本委員

を出た人たちがたくさん出てくるから。

そういう企業内ローヤーというのはそう

いう形で育ってくるんでしょうけれど

も。

分社化された会社から。○髙木委員

要するに、分社化する場合○山本委員

に、それぞれに独立した部署を持つのは

効率はよくないですから、一般管理部門

は原則として本部機能に集中させて、新

しく設立したグループ企業は、それぞれ

の専門分野に特化していくわけです。

そうすると、持株会社なら○髙木委員

持株会社として置いておいて、費用は全

部配付するわけですね。

そうそう、一般管理費用を○山本委員

分担しろよということになるわけです。

企業の中にも資格のある方○中坊委員

がいらっしゃるわけでしょう。その方の

使者としてとか、そういう手助けという

のは、現実にどこでもされておるわけで

すから、そういう形であって、その方が

そういう資格と関係なく、その人と関係

なく、独立でできるということになって

くる範囲が、我々が今議論しているとこ

ろとは少し違うので、しかも企業へもこ

れから弁護士さんはどんどん使用人にな
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るようにしていくことを、今度の弁護士

法 条の、この前届出制のところで問30
題になったように、営業許可も緩めてい

くという制度になっているんだから、そ

ういう対応の仕方はまだ可能だと思うん

ですよ。そういう今、山本さんがおっし

ゃっていることを即認めなければ非常に

困ったということには必ずしもならない

んじゃないでしょうか。だから、そうい

う現在の資格のあれを活用することによ

、 、って可能なことにもなっているので 今

過疎地の庶民の問題とはちょっとまた違

うような感じがするんですけれども。

訴訟代理権ということでい○山本委員

えば、日本では、本人訴訟はできるわけ

ですね。代表取締役若しくは支配人であ

ればできる。ですから、法務部門の者を

支配人にしちゃえとかいった乱暴な話も

聞くわけです。どういうふうに解釈して

いいかよく分からないんですけれども、

一種の本人訴訟の延長ということで、中

坊先生がおっしゃるのと違う側面もあり

そうなんですけれども。

ちょっと伺ってよろし○竹下会長代理

いですか。私は山本委員のおっしゃるよ

、 。うに そういう必要があると思うのです

それは決して弁護士法の趣旨に反するわ

けでもないだろうというのは分かるので

すが、ただ、どの範囲のというのが、何

か基準があって画せるのでしょうか。持

株会社だと比較的はっきりしているかも

しれませんね。それが分社化とか、何と

かと言い出すと。

％子会社というのは、○山本委員 100
実質親会社と同じだと。ただし、そこか

ら持株比率がだんだん小さくなっていっ

たとき、これはどう解釈するのか、何だ

か分からなくなっちゃうんですけれど

も。

例えば、商法上の親子○竹下会長代理

会社などというとかなりはっきりします

が。

％超の子会社。 ％以○山本委員 50 20
上の関連会社とかいろいろあるんですけ

れども。

ちょっと何かその辺が○竹下会長代理

はっきりしないとやはり。

そうですね。いろいろなバ○山本委員

リエーションがありますけれども。ちょ

っと研究を、余り細か過ぎますね。

山本委員の顔を見ると胸が○藤田委員

痛むのですが。例えば、自社訴訟の代理

権というような、裁判所が関与する手続

についての代理権ということになります

と、日ごろいろいろ御意見を承っている

ようなリーガルセクションの方などは、

これは弁護士はだしの人もおられて、こ

の人ならこれは十二分に務まるだろうな

と思う人もたくさんいらっしゃるんです

が、問題は、限界の引き方が非常に難し

い。一部上場の会社だけというわけには

いかない。そうすると、今でも名もなき

小会社について、三百代言が支配人とし

て称して出てくるのに手を焼いているん

ですね。ですから、私も法務部員である

と言われると、これは本当に困っちゃう

ということになるわけであります。私は

都の労働委員会に行っているんですが、

ある特定の業種で、いろいろな会社を渡

り歩いて、会社側の方から代理人、補佐

人として出てくる人がおるんですが、そ

ういうような人たちが、これは得たりか

しこしと登場されると裁判所としては非

常に困るんです。こういうように、線の

引き方が非常に難しいという実務上の問

題がありますので、御考慮願えればと思

います。

こういう引き方があります○山本委員

か。司法試験はパスしているが、修習は

受けていないという法務部員だったら構

わないとか。

それはまた別途考えようが○佐藤会長

あるんじゃないですかね。その制度的な

条件整備を考えるということで。司法試

験を通っているわけですから ・・(略)。

・・・ 略）（

第６０回審議会( )13.5.22
・・・ 略）（

最後の「企業法務等の位置○山本委員

」 、「 」付け なんですけれども 少なくとも

云々とあって、非常に明快なんですが、
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「少なくとも」という形容詞が入る以上

は、その前提としてもう少し幅広の検討

課題があるということ、要するに、企業

側としては、グループ企業の訴訟代理権

だとか、有償のリーガルサービスとかい

ろいろと要望させていただいているわけ

です。とりわけ、持株会社とか分社化だ

とか、企業再編の動きが活発になってい

ますね。元々、一つの会社が形を変えた

わけですから、変わっても同じようにや

っていきたいという声も強うございまし

て、審議の中で、こうした要望を認めて

ほしいという問題提起をしたんですが、

それについてはこれからの検討課題の辺

りのところに頭出しをしていただければ

と思います。

今の点ですが、最初に「位○佐藤会長

置付けについて検討し」と四角の中で修

文しています。

四角の中でなくてもいいで○山本委員

すから、そういう要望があって、これに

ついては「検討する」という感じの頭出

しをしておいていただければ大変ありが

たいんです。結論はこれで結構です。

これを議論しましたと○竹下会長代理

きに、山本委員が指摘しておられる問題

は、弁護士法 条の方の問題なのでは72
ないか。つまり、法曹資格を認めるとい

う問題ではなくて、親会社の法務部が子

会社の法律事務を処理することが弁護士

法上許されるという問題ですね。

そうです。典型的な非弁活○山本委員

動とは違うんじゃないですかということ

です。

そうですね。では、そ○竹下会長代理

れはどこかにそういう趣旨のことを書い

ておくことにしましょう。

・・・ 略）（

第６１回審議会( )13.5.29
・・・ 略）（

ページのところで、Ａ○中坊委員 34
ＤＲの問題に関して 「隣接法律専門職、

種の業務内容」や、今日おっしゃったよ

うに「企業法務等」というのが入ってき

て、それがそっくりそのまま ページ82

の弁護士法 条のところも、訴訟代理72
権も入ってきて、非常に混乱と言ったら

おかしいかもしれないけれども、前回、

確かに山本委員の方から、企業法務の問

題について、意見が出て、それはむしろ

後の方になりますけれども、 ページ84
のところの「企業法務の位置付け」とい

う問題のときに、司法試験合格後一定の

実務経験をやれば、それで法曹資格の付

与を与えても良いんじゃないかというこ

とに関連して、確かに、そのときに、竹

下会長代理が、そういうものとも関連し

てくるんじゃないかというお話がありま

したけれども、その問題は勿論ここで議

論していないし、しかも企業法務そのも

のというのは、本当に千差万別があるわ

。 、 、けです 他の隣接業種だったら 皆さん

資格とか、何かによって限定されていま

すけれども、企業法務と言えば概念は無

限大に広がるわけで、私としては、ここ

のところに、隣接業種と同等の立場で企

業法務を並列してお加えになったのはお

かしいんじゃないか。それはそっくりそ

のまま、後に出てきますけれども、弁護

士法 条のところにも同じように出て72
くるんで、これはもう一度、これはそう

いうことで議論をしていないし、私はこ

こに導入されるのはおかしいんじゃない

かと思うわけです。

これは随分前から山本○竹下会長代理

委員が言っておられることで、例えば、

親子会社のような場合で、親会社の法務

部が子会社の法律事務や何かを処理する

ことが、弁護士法 条に違反すると言72
われるのはおかしいのではないかという

ことです。

34 82ここで書いてあるのは ページも、

ページも、むしろ弁護士法 条の規律72
内容をはっきりさせてくださいというこ

となのです。どうしてはっきりしないの

、 、かというと 今のような企業法務の例で

常識的に考えると、当然ではないかと思

うようなものまで形式上は 条に違反72
するということになりそうなのです。そ

れから、隣接法律専門職種との関係でも

そうです。一方では弁護士法では、弁護
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士法に別段の定めがある場合でなけれ

ば、報酬を得る目的で他人の法律事務を

扱うことを業とすることは許されないと

言っているのに、他の法律で別段の定め

をしてあると、それはよいということに

なっているのは、やはり国民の目から見

ると非常に分かりにくい。そういう意味

で、 条の内容を見直してくださいと72
いうのがここの趣旨なのです。

ですから、企業法務をどうとかしろと

いう話ではないのです。

文章全体を読むと、そうは○中坊委員

いかない。

今、代理が言われたとおり○佐藤会長

だと思います。

おっしゃるように、企業法○中坊委員

務というものがどう関係するか。親会社

が子会社の相談に応じるということがい

いかどうかという問題は、確かに山本委

員の方から提案はありました。しかし、

私たちとしては、いやしくも法律業務そ

72のものということは やはり弁護士法、

条がある。そうすると、隣接業種と弁護

士業務との関係は、確かに今までここで

議論してきました。ヒアリングもしまし

た。しかし、企業法務というものが、親

会社、子会社だから何もかもできるとい

うことになってくると、これこそまさに

いろんな意味における大混乱が起きてく

るので、そうなってくると、まさにそこ

が範囲の問題というよりも、確かに隣接

業種との間は、一つの資格があって、そ

の問題についてはあるけれども、企業法

務だと言えば何でもかんでも通じるとい

うことになってくる問題があるわけで

す。

そこを考えるならば、この間、山本委

員がおっしゃったからと言って、 ペ34
ージの一番下に入り、それからまた同じ

ことが今度は弁護士法 条で、 ペー72 82
ジ辺りでまた入ってくるというのは、私

としてはおかしいんじゃないかという気

がするんで、その点は考え直していただ

きたいと思うんです。

中坊委員の今日お出しにな○水原委員

られた意見書を拝見いたしますと、ここ

の記載は「 企業法務等』に訴訟代理権『

等を付与するか否かに関しては、十分な

審議もなく、むろん審議会で合意がある

わけでも、何らかの方向性が示されたわ

けでもない」とお書きになっています。

この意見書案のところでは、これは決し

て代理権を付与するということでは全然

ございませんで、全く触れておりません

72で、私が法律家として、弁護士法の

条を読んでみましても、どういう場合が

許されるのかというのは非常に難しい問

題でございます。それについて、 条72
をもう少しよく検討しましょう、よく意

味が分かるようにやってもらいましょう

という趣旨で書かれているものだと思う

ので、私は、そういう意味においては、

決して原案に固執するわけではございま

せんけれども、この案で結構だと思いま

す。

中坊委員、そういう趣旨な○佐藤会長

んです。およそ訴訟代理とは関係ない。

そこに出てくるんですけれ○中坊委員

ども、私としては、企業法務という概念

が非常に千差万別でしょう。そういうも

のを、今、隣接業種と並行に並べてお書

きいただいているんで、それが、今、会

長代理のおっしゃるように、一つの問題

提起の仕方ではあったかもしれません。

確かに弁護士法 条が完全無欠であっ72
てと言うよりも、今、まさに隣接業種と

の関係において問題になってきたという

のは分かります。しかし、それはそれに

とどまるのであって、企業法務で、子会

社のことを親会社がやることの問題とい

うことにまで範囲が広がってきますと、

まさに資格を要件としている法律業務と

いうものの意味がどうかということにな

ってくるんだから、私は企業法務は企業

法務として、ここに「企業法務の位置付

け」というのが ページに出てきます84
が、この中で処理すべきことです。

ページに出るのが難し○佐藤会長 84
くて、ここの関連で山本委員は言われた

んです。

ページのところに、そ○中坊委員 84
ういうふうにお書きいただくのはいいけ
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、 、れども 法律事務独占のところというか

条のところに、あちこちに同じ文章72
が出てくると私は誤解を招くんじゃない

か。

ページは、法曹資格の○佐藤会長 84
問題だから、ここに企業が入っていると

、 。難しいというので むしろこっちの方で

これは別に企業法務だけに○井上委員

限らないと思うのです。 条がどこま72
で規制しているのかということは、現代

社会においては非常に分かり難くなって

きていると思うのです。だから、その内

容を明らかにしてくれということであっ

て、法律事務独占を解けということを言

っているのではないのですよ。

そういう趣旨としてここ○佐藤会長

は。山本委員、大分言いたいことがおあ

りだと思うんですが、そういう趣旨とし

て御理解いただけませんか。

小さい部分でも検討してい○山本委員

ただきたいと思います。

時間もないのにあれです○髙木委員

が、私も関係しているところの企業に、

法務部なり法務室の仕事はどういう仕事

ですかと聞いてみました。例えば、弁護

士さんとの関係もどういう役割分担にな

っているんですかと聞きましたところ、

これはまさに企業ごとにものすごくその

位置付け方も違います。多様な内容を一

つにくくる言葉として企業法務という言

葉が使われていますが、この前、山本さ

んがおっしゃったように、持株会社の抱

えている訴訟などに親会社の法務部がコ

ミットする程度をレベルアップしたいと

いうお考えが企業として当然ある。つい

ては、そういう議論をする余地を残して

おいてくださいというのが御趣旨だった

と思うんです。

そして、 ページは、まさに司法試84
験を通られた後、企業法務等で働いてお

られるが研修所に行かれていないような

人たちに法曹資格を付与するかどうかの

話だったと思います。

確かに、今、会長のおっし○中坊委員

ゃっていただく趣旨も分からぬでもない

けれども、同時に企業法務という言葉が

一人歩きして、それが非常に、こういっ

たら語弊があるかもしれないけれども、

戦線拡大というか、そういうことの一つ

に使われてきている経緯も実際あるわけ

でして、その隣接業種というのは、審議

会でも議論もしたし、そうだけれども企

業法務の問題から、そこも全部出てくる

ということが、またここにパラレルに書

かれるということについて、私は誤解を

招きはしないかということを危惧すると

いうことなんです。

ここは、さっきから申し上○佐藤会長

げているように、 条の明確化との関72
連で触れているということで、御理解い

ただけませんか。決して大きな話ではな

いと。

・・・ 略）（

第６２回審議会( )13.6.1
・・・ 略）（

○竹下会長代理 では、申し上げます。

中坊委員の方から、第二読会の席上も、

この企業法務等というのは少し広過ぎる

のではないか、企業法務と言ってもいろ

いろな場合があるという御意見が出され

て、修文案を本日お出しになられたので

すが、会長と私の方で相談をさせていた

だいて、お手元にある修文（案）のよう

に改めてはどうかという提案です。問題

81となるのは、主として事前配付版の

（新 ）ページからの「隣接法律専門86
職種の活用等」のところだと思いますの

で、そこをごらんいただきたいと思いま

す。まず枠の中の下から２番目の○の２

行目の末尾に「企業法務等」という言葉

82が出てまいります。それから、次の

（新 ）ページにそれと対応する本文87
のところで同じものが出てまいります。

そこで、この表現を、２月２日に行わ

れました第 回会議における山本委員46
の御発言などを考慮させていただいて、

「会社形態の多様化などの変化に対応す

る見地からの企業法務等」とする。前に

分社化とか持株会社とか、そのように企

業の組織形態が非常に多様化している。

その中で、ある企業の企業法務が他の会
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社の法律事務を処理しなければならない

ような場合も出てくるというお話だった

ものですから、このような説明を付けさ

せていただいたらどうだろうかという提

案です。いかがでしょうか。

○山本委員 確かに、前々回の発言のと

きには、そういった最近の企業組織形態

の変更のことを発言しましたけれども、

そもそも 条と企業法務との関係とい72
うのは、自社の訴訟代理だとかリーガル

・サービスを使用人として給料を受けて

実施することなどが、 条で禁止して72
いる報酬の対価ということになるのかな

らないのかという、そういう不明確な問

題がそもそもあるんですね。そもそもが

あって、更にそれが最近の企業組織変更

で、不明確な部分が更に拡大して複雑化

しているということがありますので、是

非この点を明確化してもらいたいという

のが真意なんです。

、 、確かに 中坊先生のおっしゃるように

条そのものをどうしようかという検72
討はあまりしていませんけれども、企業

法務の位置づけを明確化してもらいたい

ということは、 条との関係に触れざ72
るを得ないわけですから、それもリーガ

、 、ル・サービス 法律相談だけではなくて

訴訟代理の問題なども含めて明確化して

もらいたいというのが私の発言の趣旨で

ございますので、どうぞ、その点よろし

くお願いいたします。

○佐藤会長 お手元の、この修文で表現

されていませんか。

○山本委員 そういうことでしたら、結

構です。

○竹下会長代理 もともと 条の方の72
問題なのですね、山本委員のおっしゃる

ように。

○佐藤会長 よろしゅうございますか。

ここは御承認いただいたので、休憩に入

る前に全部やってしまいましょうか。


